
 報告第 32 号 

   小城市保育所等施設整備事業費補助金交付要綱の制定につい 

   て 

 このことについて、別紙のとおり報告する。 

   平成 29 年１月 26 日 

          小城市教育委員会 教育長 今村 統嘉 

 報告理由 

  保育所等待機児童の解消を図るため、認定こども園の整備に要する

経費について、事業者に補助金を交付するため。
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小城市告示第 120 号 

小城市保育所等施設整備事業費補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、保育所等待機児童の解消を図るため、保育所等又

は保育所機能部分の新設、修理、改造又は整備並びに保育所等、保育

所機能部分又は小規模保育事業所の防音壁の整備に要する経費に対

し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その補助金に

関しては、小城市補助金等交付規則（平成 17 年小城市規則第 39 号。

以下「規則」という。）の定めるもののほか、この告示の定めるとこ

ろによる。 

（定義） 

第２条 この告示において「保育所等」、「保育所機能部分」及び「小規

模保育事業所」とは、平成 28 年度（平成 27 年度からの繰越分）保育

所等整備交付金交付要綱（平成 28 年９月９日付け厚生労働省発雇児

0909 第７号厚生労働事務次官通知。以下「国交付要綱」という）第４

に掲げる施設をいう。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助金の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、国交

付要綱第５に掲げる事業とする。 

 （補助事業者） 

第４条 補助の交付を受けることができるもの（以下「補助事業者」と

いう。）は、国交付要綱に定める整備対象施設の設置主体である法人

であって、市長が適当と認めるものとする。 

２ 補助事業者又は補助事業者の役員等が次の各号のいずれにも該当す

るものであってはならない。 

(１) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する

暴力団をいう。以下同じ。） 

(２) 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同
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じ。） 

(３) 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

(４) 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者

に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している

者 

(５) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与

するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又

は関与している者 

(６) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して

いる者 

(７) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用し

ている者 

３ 第１項の補助事業者は、前項の各号に掲げる者が、その経営に実質

的に関与している法人その他の団体又は個人であってはならない。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、別表の第１欄に定める整備区分ごとに、第２欄

に定める基準額（ア）と第３欄に定める基準額（イ）とを比較してい

ずれか少ない方の額とする。 

２ 前項の規定により算出された補助金額に千円未満の端数が生じた場

合は、これを切り捨てるものとする。 

 （補助金の交付申請） 

第６条 規則第３条第１項に規定する補助金等交付申請書は、様式第１

号のとおりとする。 

２ 前項の補助金の交付申請をするに当たって、当該補助金における消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（事業費に含まれる消費税及

び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規

定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当

該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による地方消費税

の税率を乗じて得た金額の合計額の金額をいう。）（以下「消費税等仕

入控除税額」という。）を減額して申請しなければならない。ただし、

申請時において消費税等仕入控除税額が明らかでないものについて
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は、この限りでない。 

３ 第１項の補助金等交付申請書の提出期限は、市長が別に定める期日

までとし、その提出部数は、１部とする。 

 （補助金の交付の条件） 

第７条 規則第５条の規定により、補助金の交付に付する条件は、次に

掲げるとおりとする。 

 (１) 国交付要綱、規則及びこの告示に従うこと。 

 (２) 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類

を整備し、補助事業完了年度の翌年度から起算して５年間保管する

こと。 

 (３) 補助事業により取得した財産等の取扱いは、次によること。 

ア 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従

物並びに補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が50万

円以上のものについては、減価償却資産の耐用年数等に関する省

令（昭和40年大蔵省令第15号）の定める耐用年数を経過するまで、

市長の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用

し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはな

らないこと。 

イ 市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場

合には、その収入の全部又は一部を納付させることがあること。 

ウ 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、

補助事業完了後においても善良な管理者の注意を持って管理する

とともに、その効率的な運営を図らなければならないこと。 

 （補助事業等の変更） 

第８条 規則第９条第１項に規定する補助金等（中止・廃止）承認申請

書は、様式第２号のとおりとする。 

 （実績報告） 

第９条 規則第13条に規定する補助事業等実績報告書は、様式第３号の

とおりとする。 

２ 第６条第２項ただし書の規定により交付の申請をした補助事業者

は、前項に規定する実績報告書を提出する場合において、当該補助金
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に係る仕入れに係る消費税相当額が明らかになったときは、これを当

該補助事業の交付対象経費から減額して提出しなければならない。 

３ 第６条第２項ただし書の規定により交付の申請をした補助事業者

は、前項に規定する実績報告書を提出した後において、消費税及び地

方消費税の申告により当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当

額が確定したときは、その金額（前項の規定により減額した補助事業

者については、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（様式第４号）により速やか

に市長に報告するとともに、市長の返還命令を受けてこれを返還しな

ければならない。 

４ 第１項の実績報告書の提出期限は、補助事業の完了した日から起算

して30日を経過した日又は補助金の交付の決定に係る年度の３月31

日（補助金が全額概算払で交付された場合は、補助金の交付の決定に

係る年度の翌年度の４月15日）のいずれか早い期日までとし、その提

出部数は、１部とする。 

５ 補助事業者は、補助金の交付決定を受けた補助事業が翌年度にわた

る場合は、当該補助金の交付の決定に係る年度の翌年度の４月15日ま

でに年度終了実績報告書（様式第５号）を市長に提出しなければなら

ない。 

 （補助金等交付請求書） 

第１０条 規則第16条に規定する補助金等交付請求書は、様式第６号及

び様式第７号のとおりとする。 

 （その他） 

第１１条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定

める。 

   附 則 

 この告示は、公布の日から施行し、平成 28 年度分の補助金から適用す

る。 
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別表 

整備区分 基準額（ア） 基準額（イ） 

(１) 

保育所等の新

設、修理、改造

又は整備 

工事請負契約等を締結す

る単位ごとに、国交付要

綱別表１－１(算定基準)

及び別表２－１(交付基

準額表)で定める基準に

より算出した基準額を合

計した交付基礎額 

工事請負契約等を締結す

る単位ごとに、国交付要

綱別表１－１(算定基準)

で定める対象経費の実支

出額と、総事業費から寄

付金その他の収入額を控

除した額を比較していず

れか少ない方の額に４分

の３を乗じた額 

(２) 

保育所機能部

分の新設、修

理、改造又は整

備 

工事請負契約等を締結す

る単位ごとに、国交付要

綱別表１－３(算定基準)

及び別表２－５(交付基

準額表)で定める基準に

より算出した基準額を合

計した交付基礎額 

工事請負契約等を締結す

る単位ごとに、国交付要

綱別表１－３(算定基準)

で定める対象経費の実支

出額と、総事業費から寄

付金その他の収入額を控

除した額を比較していず

れか少ない方の額に４分

の３を乗じた額 

(３) 

保育所等、保育

所機能部分又

は小規模保育

事業所の防音

壁の整備 

工事請負契約等を締結す

る単位ごとに、国交付要

綱別表１－５(算定基準)

及び別表１－５(交付基

準額表)で定める基準に

より算出した基準額 

工事請負契約等を締結す

る単位ごとに、国交付要

綱別表１－５(算定基準)

で定める対象経費の実支

出額と、総事業費から寄

付金その他の収入額を控

除した額を比較していず

れか少ない方の額に４分

の３を乗じた額 



様式第１号（第６条関係） 

                          番     号 

                          年  月  日 

 小城市長 様 

                      申請者住所 

                         氏名          

    年度小城市保育所等施設整備事業費補助金 

（       ）交付申請書 

     年度において、下記のとおり小城市保育所等施設整備事業費補助金（   ）

を実施したいので、小城市補助金等交付規則及び小城市保育所等整備事業費補助金交付要

綱の規定により、関係書類を添えて申請します。 

記 

 １ 申 請 額     金             円  

２ 事業の目的 

３ 小城市保育所等施設整備事業費補助金所要額調書（別紙１） 

４ 事業の効果 

５ 事業完了予定年月日  平成  年  月  日 

６ 収支予算（別紙２） 

７ その他（市長が別に定める書類）  



様式第２号（第８条関係）

番     号

年  月  日

 小城市長 様

                      申請者住所

                         氏名         

    年度小城市保育所等施設整備事業費補助金

（       ）変更承認申請書

     年  月  日付け 第   号により補助金交付決定の通知があった小城

市保育所等施設整備事業費補助金（       ）について、下記により事業の内容及

び経費の配分を変更し〔金    円の追加交付（減額承認）を受け〕たいので、小城市

補助金等交付規則及び小城市保育所等施設整備事業費補助金交付要綱の規定により、関係

書類を添えて申請します。 

記 

１ 変 更 交 付 申 請 額    金          円 

２ 既 交 付 決 定 額    金          円 

３ 差引変更交付申請額   金          円 

４ 事業の目的 

５ 変更を必要とする理由 

６ 小城市保育所等施設整備事業費補助金所要額調書（変更申請）（別紙３） 

７ 事業の効果 

８ 収支予算（別紙２） 

９ その他（小城市が別に定める書類）  

（注）金額の変更のない変更申請の場合は〔    〕の分は消去すること。 



様式第３号（第９条関係）    

                             番     号

                             年  月  日

 小城市長 様

                         申請者住所

                            氏名         

    年度小城市保育所等施設整備事業費補助金 

（       ）実績報告書 

     年  月  日付け 第   号で補助金交付決定の通知があった小城市保

育所等整備事業費補助金（       ）について、下記のとおり事業を実施したので、

小城市補助金等交付規則及び小城市保育所等施設整備事業費補助金交付要綱の規定によ

り、関係書類を添えて報告します。

記

１ 事業の目的

２ 小城市保育所等施設整備事業費補助金精算額調書（別紙４）

３ 事業の効果

４ 事業完了年月日      年  月  日

５ 収支決算（見込）書（別紙５）

６ その他（市長が別に定める書類）

（注）事業の効果は、できるだけ客観的指標に基づいて記載し、特に補助申請当初に意図していた事業効

果が発現されるのか、期待できるのかという観点から記述すること。



様式第４号（第９条関係）

番     号

  年  月  日

 小城市長 様

申請者住所  

                          氏名         

    年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

    年  月  日付け  第   号で交付決定通知のあった小城市保育所等

施設整備事業費補助金（        ）に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除

税額について、下記のとおり報告します。

記

１ 施設の種類及び名称

２ 小城市補助金等交付規則（平成 17年小城市規則第 39号）第 13条の規定による確定
額又は事業実績報告による精算額

金              円 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除

税額（要補助金等返還相当額）

金              円 

４ 添付書類

  消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳等



様式第５号（第９条関係）    

                             番     号

                             年  月  日

 小城市長 様

                         申請者住所

                            氏名         

    年度小城市保育所等施設整備事業費補助金 

（       ）年度終了実績報告書 

     年  月  日付け 第   号で補助金交付決定の通知があった小城市保

育所等施設整備事業費補助金（       ）について、下記のとおり事業を実施した

ので、小城市補助金等交付規則及び小城市保育所等施設整備事業費補助金交付要綱の規定

により、関係書類を添えて報告します。

記

１ 小城市保育所等施設整備事業費補助金年度終了実績・遂行計画調書（別紙６）



様式第６号（第 10 条関係）  精算払の様式

                             番     号

                             年  月  日

 小城市長 様

                         申請者住所

                            氏名         

    年度小城市保育所等施設整備事業費補助金

（       ）交付請求書

    年  月  日付け 第   号で確定通知があった小城市保育所等施設整

備事業費補助金（       ）として、下記金額を交付されるよう小城市補助金等交

付規則及び小城市保育所等施設整備事業費補助金交付要綱の規定により請求します。

記

請 求 額  金          円

（ 内 訳 ） 

 確 定 額  金          円 

 交付済額  金          円 

今回請求額  金          円 

 残 額  金          円 

振込先

  金融機関名             本店・    支店

  預金種別    普通 ・ 当座

  口座番号

  口座名義

注）１ 振込先を記載してください。 

  ２ 振込み先を確認するため通帳の写し（口座番号などの該当部分）を添付してください。 



様式第７号（第 10 条関係）  概算払の様式   

                        番     号

                        年  月  日

 小城市長 様

                         申請者住所

                            氏名         

    年度小城市認定保育所等整備事業費補助金

（       ）交付請求書

    年  月  日付け 第   号で交付決定の通知があった小城市保育所等

施設整備事業費補助金（       ）のうち、下記金額を交付されるよう小城市補助

金等交付規則及び小城市保育所等整備事業費補助金交付要綱の規定により請求します。

記 

請 求 金 額  金             円 

（内 訳） 

交付決定額  金          円 

 交付済額  金          円 

今回請求額  金          円 

 残 額  金          円 

振込先

  金融機関名             本店・    支店

  預金種別    普通 ・ 当座

  口座番号

  口座名義

注）１ 振込先を記載してください。 

  ２ 振込み先を確認するため通帳の写し（口座番号などの該当部分）を添付してください。 


